

















ツ問題を提起した。そもそも西ドイツは，法的には 1949 年 9 月に成立したが，
実際には外交など，本来国の主権となる政策を英米仏の高等弁務官が行うこと
になっていた。結局，西ドイツは再軍備による西欧安全保障への貢献が認めら
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　すでに 1950 年 12 月のブリュッセルでの NATO 理事会で，西欧防衛への西
ドイツの参加と統合軍（NATO）の創設，などは合意されていた。また，
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の推移の中で，1951 年 10 月 25 日第 2次チャーチル政権が誕生した。
外交政策でのチャーチル首相とイーデン外相の相違
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。次に，1952 年 2 月 14 日閣議で，英政府がEDC条約への支持
を宣言することを承認し
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　前述したように，1952 年 5 月に EDC 条約はようやく調印されたが，その後
批准への目立った動きはなかった。イーデンは，この膠着状態を打破するため
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が 5 月 19 日の閣議で検討された。その主な内容は，英国軍と
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1953 年 7 月のワシントン英米仏外相会議から 12 月のバ
ミューダ英米仏首脳会談
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　11 月 9 日閣議でイーデンは，延期されていた英米仏の 3カ国の首脳会談及
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1954 年 1 月末のベルリン 4か国外相会議から 4月末の英
国軍とEDC条約の連合の承認
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，1954 年 3 月の報告により，水爆が原爆よりもさらに非常に強力なことを
知り憂慮するようになった
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1954 年 9 月の欧州安全保障の再検討
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9 月のロンドン 9カ国会議と 10 月のパリ協定
















（97）　PREM11/909, From Bonn to Foreign Offi  ce, 4th September, 1954.








　さらに，1954 年 10 月のパリでのNATO外相理事会で，西ドイツと伊の
NATO加盟が承認された。また手順として，まず英国も加盟するWEFに伊
と西ドイツが加盟し，次に伊と西ドイツがNATO に加盟することになった。
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